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本研究の 目的 は, ｢ 日本型看護職者キ ャ リ ア ･ デ ィ ベ ロ ッ プメ ン ト支援 シ ス テ ム 開発｣ の た め の 理論的枠組 みを構築す る
こ と で あ る｡ 理論 的枠組 み構築 の ため に 文献学的方法を用い た ｡ そ の 結 果, 次 の こ と が 明 らか にな っ た ｡ 1 . 188 4年以降 ,
100年以上 もの 間, 日本の 看護教育制度 と して 医師に よ る教育が定着 し, 多く の 看護職者 が他律的環境 下 で 養成され てき た｡
2 . 日 本 には 免許更新制度も看護継続教育制度も なく, 看護 の 質は 看護職者個 々 の 自律的な学習 に委 ね ら れ て い る｡ 3 . 日
本の看護継続教育研究の 課題は , ①看護継続教育プロ グ ラ ム を効率 よく立案す るた め に活用 できる研究成果 の 産乱 ②プ ロ
グ ラ ム展開過程を循環 させ るた め に活用で きる研究成果 の 産出であ る｡
以上 の 結果は , 日本型看護職者 キ ャ リ ア ･ ディ ベ ロ ッ プメ ン ト支援シ ス テ ム 開発 の た め に, 学 習 ニ
ー ドアセ ス メ ン トツ ー
ル
,
教 育 ニ ー ドア セ ス メ ン ト ツ ー ル の 開発 , 教育 プ ロ グ ラム の 立案方法, プ ロ グ ラ ム 展 開過程を循環 させ る方法を考案する
必要がある こ とを示唆 した ｡ こ れ ら を統合 し, 理論 的枠組みを構築 した (図 1)｡
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I . 緒 言
現在, 日本 の 看護継続教育機関や保健医療施設の多く
が , 様 々 な看護継続教育プ ロ グラ ムを立案 ･ 提供 して い
る
1)2)
｡ 看護継続教育とは , 看護職者の 職業活動の 質を
高めるため に, 知識 ･ 技術 ･ 態度 の 向上 に向けて看護基
礎教育の 上 に積み上 げられ る学習経験
3)
で ある｡ こ れ
らは, 看護継続教育の 目的が看護職者の キ ャリア ･ デ ィ
ベ ロ ッ プ メ ン ト支援にあり , そ の効果的な支援が看護の
質保証に不可欠で ある ことを示す｡
看護職者の キ ャリ ア ･ デ ィ ベ ロ ッ プメ ン トは, 次 の
2側面から検討する必要がある ｡ 第1の 側面は, 実践家
と して より良くなる こ と, すなわち, S D(stafr de v elop-
m e nt) で ある ｡ 第2 の側面は , 教員と して より良くなる
こ と , すな わち, F D(fac ultydev elopm e nt) で あ る
4)
o
実際, 多くの S D･ F D担当者が , 各 々 の 問題を解決する
ため の研究に取り組んで い る｡ し か し, 日本 の看護継続
教育の 充実 ･ 発展に向けた学術的な取り組みは遅々 と し
て 進んで い な い ｡ そ の ため , S D･ F D担当者が活用で き
る普遍的な知識は蓄積さ れ て おらず, 日本 の看護継続教
育の あり方を検討する ため の 知識も産出され て い な い ｡
こ れ らは , 日本の 看護の質保証に向け, 看護継続教育に
還元できる研究成東の 累積が急務で ある こと を示す｡
実際の教育に還元で きる成果を累積するため には, ま
ず, そ の 現状 を明らか に し, 研究課題を明らか にする
必要がある｡ 1998年以降, 筆者等は , 看護継続教育の実
態5) 6) 7), 看護職者 ･ 教員 の 学習 ニ ー ド
8 ) 9)10'
･ ロ ー ル
モ デ ル 行動11)12) 13) な どに関連する研究を多角的に展開
して きた ｡ こ れ ら の成果を基盤と し, 本研究は, 日本 の
看護職者キ ャリ ア ･ デ ィ ベ ロ ッ プ メ ン ト支援シ ス テ ム 開
発の ため の理論的枠組みを構築する｡
Ⅲ . 研究目的
日本型看護職者キ ャリ ア ー デ ィ ベ ロ ッ プ メ ン ト支援 シ
ス テ ム 開発の ため の 理論的枠組みを構築するo
Ⅲ. 研究方法
本研究は , 文献学的方法
14)々 用 い , 次 の よう に実施
した ｡
1 . 日本 の 看護職養成教育制度の 関連文献 1 ) 15? を精読
し, 制度の 変遷を整理する こ と により, 歴 史的観
点から日本の看護継続教育の特徴を解明した｡
2. 政策的 ･ 学術的に先進性を示す米国の 看護継続教育
の 関連文献を対象 に した文献研究16)を行 い , 文化
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的観点から日本の看護継続教育の特徴を解明した ｡
3. 次の 2件 の文献研究を行 い , 日本 の看護継続教育研
究の 領域およ び現状と課題を解明した｡ 研究A17):
1994年か ら1998年に日本の主な看護系学術集会に発
表された看護継続教育研究を対象と した文献研究｡
研究B
18):1999年から2003年に日本の 主な看護系学
術集会に発表された看護継続教育研究を対象と した
文献研究｡
4. 1 か ら3の 結果を統合 し, 日本文化 に即 した看護
職者の キ ャリ ア ･ デ ィ ベ ロ ッ プ メ ン ト支援シ ス テ ム
開発と いう視点か ら考察し, 理論的枠組み を構築し
た ｡
Ⅳ . 結 果
1 . 日本の看護職養成教育の歴史的変遷 (表1)
日本の 看護職養成教育は, 1884年有志共立東京病院
の創設者高木兼寛が看護婦教育所を開設 した こ とに始ま
る｡ その設置案には , ｢看護婦ノ教育年限ヲ 2 ケ年トシ,
之 ヲ 4期 二分チ, 毎期医師20回看護 二 必要ノ科目 ヲ講受
シ, 加 フ ル ニ所長日 々 教授 シテ 2 ケ年 ノ後試験ヲ行フ モ
ノ ト ス｣ とある ｡ こ れ は , 医師が看護職を養成するこ と
を義務づ けた最初の 規則で あり, 医師主導の看護職養成
教育の始まりとも言える ｡
1915年, 看護婦規則の 制定に伴い , 日本初の 全国的
な看護職養成教育制度と して , 私立看護婦学校看護婦講
習所指定標準ノ件が発令された ｡ しか し, こ れも, 医師
表1 看護職養成教育制度の 沿革
午 教育制度 教育 内容
1884年 有志 共立 東京病 院看 護婦教 看 護 に必 要 な科 目 を医師が
(明治17) 育所設置案 年40臥 2 年 間講 義す る こ
tL
1886 年
(明治19)
京都看病婦学校校則 病 院長 に よ る授業
1889年 日 本赤十 字社看 護原義 成規 教 育は 本社 病 院の 当 直医が
(明治22) 則 担 当
19 15年
(大正4)
看護婦規則制定
私 立看護麻 学校看 護婦 講習 主 要な学科 は適 当と認 め る
所指定標準 ノ件発令 医 師をして 担 当させ る こと
1948年
(昭和23)
保健婦助産癒着護解法公布
1949年 保健 婦助 産婦看護 婦学 校養 看 護学595時 間 の う ち175時
(昭和24) 成所指定規則公布 間が医師担 当
1951年 I, .-.--増β改正 ｢ 医科学概論｣ を学科目の 中
(昭和26) に位置づ け る
〃 ･---･ 部改正
I, -一 部改正
｢ 医学概論｣ を専門基礎科目
の 中 に位置づ け る
｢ 医学概論｣消滅
が主要科目を担当する ことを義務づ けており, こ の制度
の 制定により医師主導の 看護職養成教育は公然のもの と
な っ た ｡
1948年, 保健婦助産婦看護婦法, 翌1949年, 保健婦
助産婦看護婦養成所指定規則が公布され た ｡ 指定規則
の 学科目の 中には, 医師による教育が必要な時間数が
表2 米国の看護継続教育の歴史
年代 主 な 出 来 事 変遷内容
- 1890 看護師確保(I-,に 向けて多く の 病院が教育提供 散発的な看護継続
18 99 正規の 看護継続教育 と して コ ロ ン ビア 大学教育学部(i,が 看護師を対象に講習会開始 教育 の 始まり
1901 プライ マ ー . P が看護継続教育の 必要性を提言仔,
1 912 公衆衛生看護 に対す る保健師の 学習 ニ ー ドq/に応 じ複数 の 大学空が 講習会開催
1920頃 全米看護教育連盟 (N L N E). ア メ 1) カ看護師協会 (A N A) ,1-が 講習会を散発的 に開始
1930頃 看護師確保心 に 向けて 州看護師協会¢が 未就業看護師 に教育提供 看護師確保 に向け
1935 社会保障制度(i-,に基 づ く初の 連邦政府 の 公的資金投入6)に よ る保健師 へ の 教育提僕 た財政的支援 に伴
1941 法律第146号何に基 づ く看護師確保爪に 向けた未就業看護師 ヘ の 教育提供 う看護継続教育 の
1959 保健法改正(7-'に よ る 財政的支援拡大( 育)に伴 い大望塵の看護継続教育プ ロ グ ラム 増加 活性化
1960頃 医療 の 進歩'g,に伴う専門領域別講習会の 開催と上級実践を目指す看護師の増加13) 医療 の 進歩 に 伴う
1963 公衆衛生局長看護諮問委貞会の報告書命が 継続教育 へ の 助成の 必要性を提示 看護継続教育 プ ロ
1964 看護師養成法行フに基 づく継続教育プ ロ グ ラム の 開発促進 グ ラム の 多様化
1965 メ デ ィ ケ ア 法㈹ に基 づく医療施設の 財政的安定 よる 院内教育の 活発化
1967 辿 』が看護継続教育に つ い て初 の声明発表
1968 大豊塵後援に よ る看護継続教育に関す る初 の全国会議開催
1970 カー ネギ ー 委員会報告書等を契機 と した 能力保証に向けた継続教育義務化 の 検討6, 免 許更新新制度に
1971 連邦政府 の 資金援助仔,に基 づく基辿転 に よ る看護継続教育 プロ グ ラ ム に 関す る調査,:, 伴 う継続教育義務
1972- 地 が 継続教育評議会を設置, 看護継続教育 に関する基準発表 化 の始まり.と看護
1976 A N A了が 継続教育プロ グ ラ ム 認定 シ ス テ ム を構築 継続教育の シ ス テ
1977- カリ フ ォ ル ニ ア州 が免許更新制度⑲ に伴う看護継続教育を義務化 ム 化
○数字は 看護継続教育 - の 影響要因を示す
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示されて い るもの が ある ｡ その合計時間数は175時間で
あり, こ れ は看護学597時間の 約29% に該当する ｡ また ,
1951年には, ｢ 医科学概論｣ を学科目の 中に位置付けた o
1967年の 一 部改正 により , 指定規則の 中か ら医師の 2文
字は消滅したもの の ｢ 医科学概論｣は ｢医学概論｣とな
り, 専門科目に位置づ けられた ｡ 指定規則は, そ の後も
繰り返し改正 され,1996年の 一 部改正 を以て ｢ 医学概論｣
は指定規則の 中から消滅した ｡
以上 は, 1884年以降, 100年以上 もの 間, 日本 の 看護
教育制度と して医師による教育が定着し, 多く の看護職
者が他律的環境下で養成されてきたて い た こ とを示す｡
2. 日米の看護継続教育の文化的特徴
日本の看護継続教育の特徴を文化的観点か ら解明する
ため に, 政策的 ･ 学術的に先進性を示す米国の看護継続
教育の関連文献46件19) を対象に研究を行 っ た ｡
そ の 結果, 米国 の 看護継続教育が 【散発的な看護継
続教育の 始まり (- 1920年)】【看護師確保に向けた財
政的支援に伴う看護継続教育の 活性化 (1930年-1959
年)】【医療の進歩に伴う看護継続教育プ ロ グ ラ ム の多様
化 (1960年 - 1968年)】【免許更新制度に伴う継続教育
義務化の 始まりと看護継続教育の シ ス テ ム 化 (1970年 一
現在)】と いう歴史的変遷を経て 発展 して きた ことが明
らか にな っ た｡
ま た, 米国の看護継続教育には , 次の10要因が影響 し
て い る こ とも明らかにな っ た ｡ 10要因と は, ①看護師不
足, ②大学の看護継続教育活動, ③看護の 質保証に対す
る看護職者の責任の 自覚 , ④看護職能団体の活動, (釘社
会保障制度の 変化, ⑥連邦 ･ 州政府による財政的支援,
⑦看革 ･ 保健に関する法律の制定 ･ 改正 , ⑧医療の 進歩,
⑨看護継続教育の必要性を示す調査結果 ･ 報告書, ⑲免
許更新制度で ある ｡
以 上 は, 1970年代 , 既に米国 の看護継続教育の 基礎が
確立され ており, 免許更新制度とそれに伴う継続教育制
度に特徴が あるこ とを示 して い る ｡ 現在 , 米国の約半数
の 州が これ ら の制度を制定して おり, 看護の 質保証に向
け, 免許更新毎に 一 定の 学習を課して い る ｡ 一 方, 日 本
には免許更新制度も看護継続教育制度もな い ｡ こ れ は ,
日本の 看護の 質が看護職者個々 の 自律的な学習に委ね ら
れ て い る こ とを示す ｡
3 . 日本の看護継続教育研究の現状と課題
日本の 看護継続教育の現状と課題を解明するため に,
次 に示す2 つ の テ ー マ に つ い て 文献研究を行 っ た ｡
1) 日本の看護継続教育研究の領域
1994年か ら1998年に日本の 主な看護系学術集会に発表
された看護継続教育研究は84件で あ っ た ｡ こ れ は, 同時
期 に発表され た看護学教育研究1307件の6.4 % に該当す
る ｡ 分析 の 結果, 研究84件 の 内容は , 次 の18種類に分類
で きた (表3)｡ 18種類と は, 【2 . 医療施設に就業 した
新人看護職者の心理的側面の 理解】【10. 看護継続教育機
関が実施した教育プロ グラ ム の評価】【15. 看護職者の学
習活動 ･ 学習意欲に関連する要因】 な どである｡
こ れ ら18種類 の 研究内容 は, さ らに 3領域 に分類 で
き, 看護継続教育研究が 次の 3領域か ら展開され て い
る こ と を示 した ｡ 3領域 とは , 『Ⅰ . 看護職者が所属す
る施設の 教育』 『Ⅱ . 看護継続教育機関の教育』『Ⅲ . 香
護職者個 々 の 自己学習とその 支援』 で ある ｡ こ の うち,
表3 日本の 看護継続教育研究 【1994年-1998年】の 内容と領域 (文献数
,
%)
カ テ ゴ リ 領 域
1. 医療施設 が実施 した教育プロ グ ラム の 評価 (22, 26.2 %) Ⅰ. 看護職者が所属
2. 医療施設 に就業 した 新入者謹聴者 の 心理的側面 の 理解 (6, 7.1 %) す る施設 の 教育
3. 医療施設に就業する看護職者の知識 . 技術 . 態度 の修得状況把撞 (5, 6.0 %) (46, 54.8 %)
4. 医療施設に就業する看護職者の 学習 ニ ー ド (3, 3.6 %)
5. 医療施設における教育対象者の 自己評価と教育提供者 の他者評価の 比戟 (3
,
3.6 %)
6. 医療施設に お け る教育 プ ロ グ ラム 評価 シス テ ム の 開発 (2, 2.4 %)
7. 医療施設内教育の変遷 (2, 2.4 %)
-8. 日 本の 医療施設 . 市町村 にお け る新人保健師 . 看護師教育の 現状 (2, 2.4 %)
9. 教 育目標提示 の 有無 に よ る医療施設内教育 の 効果 の 相違 (1, 1.2%)
10. 看護継続教育機関が実施 した 教育プロ グ ラ ム の 評価 (15, 1 7.9 %) Ⅱ . 看護継続教育機
ll. 看護継続教育機関が実施す る長期研修を受ける受講生 の 心理的側面の 理解 (2, 2.4 %) 関の 教育
12. プロ グ ラ ム 提 供機関の相違 に よる 教育 プ ロ グ ラ ム の効果の 比較 (2, 2.4 %) (22, 26.2 %)
13. 看護継続教育機関に お け る教育 の 変遷 (2, 2.4 %)
14. 看護継療教育機関に お け る教育プロ グ ラ ム 評廟シ ス テ ム の 開発 (1, 1.2 %)
15. 看護職者の学習活動 . 学習意欲 に関連す る要因 (9, 10.7 %) Ⅲ. 看護職者個 々 の
16. 看護職者の 知識.
.技術 . 態度 の 修得状況 (3, 3.6 %) 自己学習と そ の 支援
17. 看護職者の 学位取得 ニ ー ド (3, 3.6 %) (16, 19.0 %)
18. 看護職者の 実践能力 に関す る自己評価尺度 の 開発 (1, 1.2 %)
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表4 日本の 看護継続教育研究 【1999年 - 2003年】の 内容と領域 (文献数, %)
カ テ ゴ リ
1-1. 医療施設 . 市 町村 . 在宅介護支援セ ン タ ー . 大学 に就業する看護師 . 保健師 . 教員 の 知識 . 技術 . 態度. 1 . 看護継続教育を
の 修得状況 (46, 14.1%) 受ける看護職者 と そ
の 学習状況の 実態
(128, 39.3 %)
ト2. 医療施設 . 看 護基礎教育機関 に就業する看護職者 の 学習活動 . 学習意欲 と関連要因(24, 7.4 %)
ト3. 医療施設に就業する新入者護師の 心理 (17, 5.2 %)
1-4. 教育対象者 の 経験 . 行動 (14, 4.3 %)
1-5, 看護職者 の ロ ー ル モ デ ル 行動 (10, 3.1 %)
1-6. 看護 職者 の 職業的発達 と関連要因 (8, 2.5%)
ト7. 看護 実践能力 に対す る教育対象者 の 自己評価 と教育提供者 の 他者評価 の 比較 (5, 1.5 %)
1-8. 教育対象者の レ デ ィ ネス と 関連要因 (4, 1.2%)
2-1. 医療 施設 . 看護継続教育機関が提供 した 教育 プ ロ グ ラ ム の 評価 (92, 28.2%) 2 . 看護継続教育の
現状 と課題の 解明2-2. 医療施設 . 保健所 . 保健セ ン タ ー . 介 護保健施設 . 看護専門学校 . 看護継続教育機関の 教育の 実態と課
題 (20, 6.1%) (112, 34.4%)
3-1. 看護職者 の 学習 ニ ー ドと教 育 ニ ー ド (27, 8.3 %) 3 . 看 護 職者 の 学
習 . 教育 ニ ー ドと そ
の 関連要因
(44, 13.5 %)
3-2. 看護職者 の 学位取得 ニ ー ド (1 0, 3.1 %)
3-3. 看護継続教育 に対す る看護職者 の 要望 (6, 1.8 %)
3-4. 看護職者 の 資格取得 ニ ー ドと 関連要因(1, 0.3 %)
4 . 看護職者 の 自己学習推進 に必要な測定用具 . シス テ ム の 開発 (22, 6.7 %)
5 . 医療施設 の 教育担当者 が展開する教育の 実態 (17, 5.2 %)
6 . 特定 の 医療施設 . 看護継続教育機関の 教育の 変遷 (3, 0.9 %)
『Ⅰ』 と 『Ⅱ』 は看護継続教育プ ロ グラ ム に関連する内
容で あり, こ れ ら2領域に包含される文献数は合計68件
(81.0 %) であ っ た｡ こ の こ と は , 看護継続教育研究の
8割が教育プ ロ グラ ム に焦点を当て て おり, 教育プ ロ グ
ラ ム 展開に関わる研究課題が潜んで い る可能性を示す｡
2) 日本の看護継続教育研究の現状と課題
1999年か ら2003年に日本の 主な看護系学術集会に発表
され た看護継続教育研究は326件で あ っ た ｡ こ れ は , 同
時期に発表され た看護学教育研究2328件の 14.0 % に該当
する｡ 分析 の 結果, 研究326件の 内容は, 次の 6種類 に
分類できた (表4)｡ 6種類と は, 【1. 看護継続教育を受
ける看護職者と そ の 学習状況の 実態】【2. 看護継続教育
の 現状と課題の 解明】【3. 看護職者の 学習 ･ 教育 ニ ー ド
と そ の 関連要因】【4. 看護職者の 自己学習推進に必要な
測定用具 ･ シ ス テ ム の 開発】【5. 医療施設の 教育担当者
が展開する教育の 実態】【6. 特定 の 医療施設 ･ 看護継続
教育機関の教育の変遷】 で ある ｡
看護継続教育プ ロ グラム は, ニ ー ドア セ ス メ ン ト ･ 立
案 ･ 実施 ･ 評価の 過程を経て展開され て い る 5 )｡ 上 述し
た研究内容 6種類の うち 【1】【3】 は , 学習者の 特性 ･
ニ ー ドの 査定結果で あり, ニ ー ド アセ ス メ ントを行う際
の 資料となる｡ また , 【4】 は, 学習資源の 開発 で あり ,
例えば自己学習方法の修得を目的と した教育プ ロ グラ ム
を実施する際に活用可能で ある ｡ さ らに , 【2】【5】【6】
は
, 教育プ ロ グラ ム や教授活動の実態であり, 教育プ ロ
グ ラ ム を評価する際の 資料となる ｡
こ れ らは , ニ ー ドア セ ス メ ン ト ･ 実施 ･ 評価に役立 つ
研究成果が 産出され て い る現状を示して い る｡ 同時に,
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立案に役立 つ 研究成果, ニ ー ドア セ ス メ ン ト 立案 ･ 実
施 ･ 評価と いう展開過程を循環させ るため の 研究成果が
産出されて いな い現状も示 して い る ｡
以上 は. 今後 の研究課題が次の 2点に集約される こと
を示す ｡ 第1点は, 看護継続教育プ ロ グラ ムを効率よく
立案するために活用できる研究成果の 産出である ｡ 第2
点は, プ ロ グ ラ ム の 展開過程を循環させ るために活用で
きる研究成果の 産出である ｡
Ⅴ . 考 察
本研究の 結果, 1884年以降, 100年以上 もの 間, 日本
の看護教育制度と して 医師による教育が定着し, 多くの
看護職者が他律的環境下 で養成され て きた こ とが明らか
にな っ た ｡ 看護継続教育は, 看護基礎教育の上 に積みあ
げられ る学習経験 で あり, ｢保健師助産師看護師法｣ に
よる免許を受けた全て の看護職者を対象とする ｡ そ の た
め, 看護職養成教育の あり方は , 医師によ る教育を受け
た看護職者の みならず, 看護継続教育の あり方に多大な
影響を及ぼす｡ こ れ らは , 日本 の看護継続教育の対象で
ある看護職者が , 約100年以上 もの 間, 他律的環境の 中
で養成されてきたと いう負の 文化を背負 っ て い る こ とを
示す｡
また, 米国の看護継続教育が免許更新制度とそ れに
伴う継続教育制度に特徴 づけ られる ことが明らか になっ
た ｡ 一 方, 日本には免許更新制度も看護継続教育制度も
なく, 看護の 質は看護職者個 々 の 自律申な学習に委ねら
れ て い る こ とが明らか にな っ た ｡ そ の ため , 日本には,
外発的動機付けを重視する米国とは異なる, 内発的動機
付けを重視する独自の 教育が必要で ある ｡ こ れ らは, 日
本の 看護継続教育の 特徴が , 他律的環境の 中で養成され
た看護職者に自律的学習を求めると いう矛盾した構図の
中で展開され て い る点にある こ とを示す｡ さ らに, 看護
の 質保証に向け, 自律的学習を求められ て い る日本の看
護職者を強力に学習 へ と動機 づけるため の 魅力ある教育
プ ロ グラ ム の必要性を示唆して い る ｡
魅力ある教育プ ロ グ ラ ム の 立案 ･ 提供 の鍵 は, 対象
者の 学習 ニ ー ド の解 明と そ の 充足 にある｡ そ れは , 香
護職者が成人学習者であり, 自己の 学習 ニ ー ドを明確に
知覚するこ とにより効果的に学習を進め られ る存在で あ
る20)21) と い う特徴を持 つ こ と に起因する ｡ しか し, す
べ て の継続教育は, 個人の ニ ー ドと組織の ニ ー ドの両側
面か ら検討され る必要が ある
3)22)
｡ 個 人 の ニ ー ドと は
｢ 本人が学習した い と思う内容｣, すなわち, 学習 ニ ー ド
である ｡ また , 組織 の ニ ー ドと は ｢本人が学習す べ き内
容｣, すな わち, 教育 ニ ー ド である ｡ こ れ らは , 本研究
の 目的達成に向け, 自己診断を通し学習 ･ 教育 ニ ー ドを
明らか に できる ア セ ス メ ン ト ツ ー ル が 必要 で ある こと を
示唆する ｡
本研究の 結果, 看護継続教育プ ロ グ ラ ム 立案 に活用
可 能な研究成果や プ ロ グラ ム の展開過程を循環させるた
め の 研究成果を産出する必要性が明らかにな っ た ｡ こ れ
らは, 研究成果や理論に基づくこ となく教育プ ロ グラ ム
が立案され続けて きた日本の現状を裏付ける ｡ また , 本
研究が 開発を目指すシ ス テ ム に ニ ー ドア セ ス メ ン ト ･ 立
案 ･ 実施 ･ 評価方法と 一 連の 展開過程を循環させ る方法
を包含する必要性を示唆する ｡
以上 の考察は , 日本型看護職者キャリ ア ･ デ ィ ベ ロ ッ
プ メ ン ト支援 シ ス テ ム 開発が次の 理論的枠組みにより導
看護職者を自律的 な学習 - と動機 づ ける
L l
看護の 質保証
図1 日本型看護職者キャリ ア ･ デ ィ ベ ロ ッ プ メ ン
ト支援シ ス テ ム 開発の ため の理論的枠組み
かれる ことを示す (図1)｡
①学習 ニ ー ド ア セ ス メ ン ト ツ ー ル , 教育 ニ ー ドア セ ス
メ ン トツ ー ル の 開発により, 看護継続教育の 対象者の 学
習 ニ ー ドと教育 ニ ー ドを正確に把握できる ｡ ②①の ア セ
ス メ ン ト ツ ー ル を用 い た ニ ー ド ア セ ス メ ン ト ･ 立案 ･ 実
施 ･ 評価 により教育プ ロ グ ラ ム の 展開過程を循環で き
る ｡ ③② の 循環を通 し魅力的な教育プ ロ グラム を提供す
る ことは , 看護職者を自律的な学習 へ と動機づ ける こ と
に寄与する ｡ ④③により, 看護の 質保証に つ なが る｡
Ⅵ . 結 論
1 . 1884年以 降, 100年以上 もの 間, 日本 の 看護教育制
度と して 医師による教育が定着し, 多くの看護職者
が他律的環境下 で養成され て きた o
2. 日本に は免許更新制度も看護継続教育制度もなく,
看護の 質は看護職者個 々 の 自律的な学習に委ねられ
て い る｡
3 . 今後の 研究課題は次の 2点に集約され る｡ ①看護継
続教育プ ロ グ ラ ム を効率よく立案するために活用で
きる研究成果を産出する ｡ ②プロ グラ ム展開過程を
循環させ るために活用できる研究成果を産出する ｡
4. 1 か ら3 に基 づき, 日本型看護職者キャ リ ア ･ デ ィ
ベ ロ ッ プ メ ン ト支援シ ス テ ム の 開発理論的枠組み
を構築する ことが できた (図1)｡
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T hepurpo se ofthis studyw asto co n stru ct athe o retic alfra m e w o rk fo rde v eloping C are e rde v elopm e nts uppo rtsys
-
te m sfらrJapan es e n u rs es･
Aphilologicalm ethod w asusedto c o n stru ct the the o retic al fr a m e w o rk･ As a re sult,the follo wing w er eidentified:1)
from 1884to1996,Japan es e n u rs e s w er e n u rtu red bydo cto r, o r w e re n u rtu r ed hete ro n o m o u sly; 2) n olegalsyste m e x
-
istsfo rlicense on re n e w alo r m a ndato ry co ntin uingedu c atio ninJapa n,s oqu alityofn u rsingc ar e reli s o n a uto n o m o u s
le ar ni gofn urs es;3)subjects offutu re re se a rch,(1･ To dev elop m ethodsfo rpla n ningco ntin uingedu catio nprogr a m s)
a nd(2. To dev elop m ethods for circ ulatingc o ntin uingedu c atio nprogr a m cycles) ･
T hes e丘ndings s uggestedthe n e ed fo rde v eloplng Ofle a r nl ng
- n e eds as se ss m e nt to ols, edu c atio n al- n e eds a ss es s-
m e nt to ols a nd cir culating pr ogr a m cycles･ A the o r etical fr a m e w o rk,fo rde v elopi ng C ar e erdev elopm e nts uppo rtsys
-
te m sf♭rJapa n e se n u rs e s,w a c o n stru cted bas edo nthe se丘ndings･
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